
超高層マンションの高層階を購入した住民

らが、購入後、分譲業者が近隣に別のマンシ

ョンを建築した結果、眺望等を害されたとし

て、債務不履行又は不法行為に基づく損害賠

償を求めた事案において、住民らの眺望権が

認められなかった事例（大阪地裁　平成20年

6月25日判決　棄却　ホームページ下級裁主

要判決情報）

１　事案の概要

本件は、原告Ｘらが不動産分譲業者Ｙから

分譲マンション（地上28階、地下１階建。

以下「本件マンション」という。）の高層

階の専有部分を購入したところ、その後、近

隣にＹらが別のマンション（地上39階、地下

１階建。以下「Ｂマンション」という。）を

建築した結果、眺望等を害されたとして、以

下のとおり主張した。

①原告Ｘらは、良好な眺望を重要な購入動機

としていたこと。

②Ｙが作成したパンフレットにも本件マンシ

ョン上層部から望める眺望を写した写真が

全面に掲載されていたこと。

③そして、Ｂマンションが近隣に建設される

可能性があることを十分に説明すべき義務

を負っていたにもかかわらず、原告Ｘらに

説明しなかったことにより、眺望侵害等を

受けたとして、Ｘらは、Ｙに対して債務不

履行又は不法行為に基づく損害賠償を求め

た。これに対し、Ｙは、本件マンションの

主要なセールスポイントは立地条件の良

さ、利便性、設備の充実等であり、眺望で

はない。本件マンションを分譲する際、良

好な眺望を約束した事実は存在しない等を

主張して、原告Ｘらの請求を争った。

２　判決の要旨

裁判所は次のように判示して、Ｘらの請求

を棄却した。

盧　原告Ｘらの主張する眺望利益について

眺望利益なるものは、建物の所有者ない

しは占有者が建物自体に対して有する排他

的、独占的支配と同じ意味において支配し、

享受しうる利益ではない。元来風物は誰で

もこれに接しうるものであって、ただ特定

の場所からの観望による利益は、たまたま

その場所の独占的占有者のみが事実上これ

を享受しうることの結果としてその者に独

占的に帰属するにすぎない。したがって、

眺望利益は、その特定の場所からの眺望の

点で格別の価値をもち、このような眺望利

益の享受を一つの重要な目的としてその場

所に建物が建築された場合のように、当該

建物の所有者ないし占有者によるその建物

からの眺望利益の享受が社会観念上からも

独自の利益として承認せられるべき重要性

を有するものと認められる場合に限って、

法的に保護される権利となるものと考えら

れる。よって、本件マンションの住民であ

るＸらが、たまたま周辺に同程度の高さの
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高層マンションが存在していなかった結果

として、良好な眺望を独占的に享受してい

たのだとしても、その享受が社会通念上独

自の利益として承認されるべき重要性を有

し、法的保護に値するものであったとは到

底認められない。

盪　被告Ｙの勧誘方法等

Ｙが作成したパンフレットには、良好な

眺望を本件マンションのセールスポイント

の一つとしていると読めるような写真・記

載がある。しかしながら、本件売買契約締

結当時、本件マンションの高層階から良好

な眺望が得られること自体は真実であっ

て、これをセールスポイントの一つにする

ことはマンション販売の現場において通常

のことであると考えられる。そして、写

真・記載は、あくまでも現在の眺望に関す

るものであって、これが将来的にも保証さ

れるものであるとの記載はないし、また、

そのような誤信を与えるようなものともい

えない。

蘯　眺望利益侵害について

Ｙにおいて、本件売買契約締結に先立ち、

本件敷地に中高層建築物が建築されて眺望

に変化が生じる可能性があることを十分に

説明していた事実が認められる。Ｙにおい

て、本件敷地にＸらの眺望を阻害するよう

な高層マンションが建つ可能性を説明せ

ず、逆に将来的にもそうした事態は生じな

いであろうと保証し、あるいはそのような

信頼を与えるかのような言動を用いて本件

売買契約を締結したという事実は認められ

ない。そうすると、上記のようなＹの説明

義務違反ないし虚偽説明を前提として、Ｙ

らがＸらの眺望利益を違法に侵害した旨の

原告Ｘらの主張は、その余の点を検討する

までもなく、失当である。

３　まとめ

眺望権あるいは眺望利益が他人によって侵

害される場合、第三者による侵害の事案につ

いては、判例は、

① 法的保護に値する眺望利益の存否を判断

し、これが認められた場合に、

② 比較考量により当該被害が受忍限度内の

ものであるか否かを判断している。

これに対し、眺望の良さを宣伝文句にして

マンションを販売した分譲業者自身がその眺

望を阻害する別のマンションを建築したよう

な場合には、判例は、前記の①と②を特段区

別することなく、分譲業者は、眺望を阻害す

る建物を建築しないようにすべき信義則上の

配慮義務があるとし、これに違反したことに

よる不法行為責任を認め、慰謝料や弁護士費

用の支払を命じている。そして、分譲業者の

対応、当該マンションの立地条件、周辺地域

における建物の建築状況、建築基準法上の適

法性などを慰謝料算定の事由としている。

本件は、「大都市・大阪の中心部で、たま

たま住民が良好な眺望を独占的に享受してい

たとしても、法的保護には値しない」と判断

した。住民らは販売時のパンフレットが「朝

日を浴びる東面、生駒山を間近に望む眺望」

と強調していたことを挙げたが、判決は「良

好な眺望をセールスポイントにすることはマ

ンション販売では通常のこと」と指摘した。

他方で、室内から隅田川花火大会の花火を

観賞できるマンション居室を販売した分譲業

者が、販売後にその眺望を遮るマンションを

建築した場合につき、慰謝料等の支払が命じ

られた事例（東京地判平18・12・8判時

1963・83）もある。

マンション分譲業者やその仲介業者が景観

や眺望について説明する際には、上記義務違

反にならないよう十分留意すべきである。
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